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倒産法 基礎講座 

 

講座の目的 

講師選別の 19 問の過去問を繰り返し解く中で、初学者が合格ライン(52 点〜54 点)を確実

に得点できるようになること 
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1-1  破産法概略 

 

破産法全体の流れ 

 

 破産手続の開始申立て・開始決定 

 

 

 財産管理・換価  破産債権の届出・調査・確定 

 

 

                配当                     免責 

 

1 平常時(通常時)においては、任意に弁済に応じない債務者に対しては強制執行や債権者代

位権の行使が可能である。そのため、積極的に債権回収を図る債権者から順に満足を受け

ていく、いわば早い者勝ちの世界となっている。 

一方、破産時においては、債権者は自由な権利行使を制約され、破産法の規律に服する

ことになる。それは債務者が債務の弁済が困難となった場合に、債権者間の平等・公平を

徹底することを目的としている。 

2(1) そこで、「破産手続開始の決定」(30 条 1 項)を機に、破産者の財産たる「破産財団」(34

条 1 項)の管理処分権は「破産管財人に専属」し(78 条 1 項)、管財人は将来の「配当」(193

条〜)の基礎となる破産財団を最大化するために財産の管理・換価を行うことになる。 

(2) 一方、破産者を債務者とする各債権はその発生原因・発生時期により財団債権・破産

債権という異なる債権として分類される。そして、破産手続における行使しか認められ

ない「破産債権」(2 条 5 項、100 条 1 項)については、破産手続における行使の前提と

して、債権の届出・調査・確定の手続を経ることが必要となる(111 条〜)。 

他方、破産手続によらない行使が認められる「財団債権」(2 条 7 項)については、当

該手続きを経る必要がない。 

(3)その後、財産の管理・換価によって形成された破産財団を確定された破産債権に対し公

平に分配することになる(194 条)。 

3 破産法の問題を解くに際し、問題が上記流れのうちどの部分に関するものなのかを意識す

ることで、破産手続の全体像が掴みやすくなるため、その都度上記流れの図を参照してく

ださい。 
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1-2-1 司法試験平成 18 年第 1 問 

 

甲建物を所有するＡ社から同建物を賃借しているＢが，次のような事情の説明及び質問をして

きたとする。Ｂの説明の中の事実関係はすべて証拠によって証明できるものと仮定して，Ｂの１

から４までの質問にどのように回答すべきか検討しなさい。 

なお，回答に際しては，仮にＡ社について破産手続が開始された場合，Ａ社にはある程度の財

産があることから異時廃止になる見込みはなく，破産手続は７，８か月くらいで最後配当を経て

終結するであろうことを前提としなさい。 

 

【Ｂによる事情の説明】 

私は，甲建物の２階全部を所有者であるＡ社から賃借していて，現在事務所として使って

います。賃貸借期間は３年，賃料は毎月５０万円で，敷金として３００万円（賃料６か月分）

を差し入れています。 

賃貸借の開始からもうすぐ２年８か月が経過しますが，Ａ社の債権者からの申立てに基づ

いて，間もなくＡ社について破産手続開始の決定がされるようです。約定期間の満了まであ

と約４か月ありますが，その残り４か月間は，私はまだ甲建物で仕事を続ける必要がありま

す。ただ，賃料がほぼ同額でもう少し広い賃貸物件が見つかったので，約定期間が満了した

ら賃貸借契約は更新せずに，別の建物に事務所を移すつもりでいます。 

私は，今まで賃料の支払を怠ったことはなく，Ａ社が破産したとしても，Ａ社の社長のＣ

には昔から世話になっていることから，取りあえず残り４か月分も約定どおりに支払うつも

りでいます。なお，敷金については，今後万一賃料の不払等があれば格別，そうでなければ

控除の対象となる損害金等は現時点ではない旨をＣに確認済みです。 

 

【Ｂの質問】 

１. Ａ社の破産管財人がＡ社の破産を理由として私に甲建物からの即時の退去を求めること

はできますか。 

２. Ａ社の破産手続開始の決定後も私が賃料を支払い続けることを前提にして，後で敷金相

当額を幾らかでも回収する方法はないのでしょうか。 

３. Ａ社の破産手続において敷金返還請求権を行使しなければならないとして，その行使は

どのようにすればよいのでしょうか。また，どのように支払を受けることができるのでし

ょうか。 

４. Ｃによると，Ａ社は再生手続開始の申立てをすることを検討中であるとのことです。仮

にＡ社について再生手続が開始されても，私は賃料を支払い続けるつもりですが，この場

合，敷金返還請求権をどのように行使することができるでしょうか。  
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＜目標＞ 

・破産手続全体の流れを大まかに知る 

・双方未履行双務契約の処理方法を把握する 

・破産法における相殺に触れる 

・民事再生手続における再生債権の取扱いと相殺規定に触れる 

 

＜重要条文＞ 

・破産債権(破産法 2 条 5 項)⇔再生債権(民事再生法 84 条 1 項) 

・双方未履行双務契約(破産法 53 条〜)⇔(民事再生法 49 条〜) 

・配当手続(破産法 193 条〜)⇔民事再生には配当手続なし 

・相殺(破産法 67 条〜)⇔(民事再生法 92 条〜) 

 

＜答案作成上のアドバイス＞ 

・双方未履行双務契約の基本問題です。条文を知っているか否かで決着がつくため、この機会に

基本を押さえてしまいましょう。 

・設問 3 は配当手続の重要ポイントですが、受験生が手薄になっている箇所です。後半の問題

でも触れますので、本問では、破産債権者は配当という手続きで債権の回収を図るということ

を知っていただければ十分です。 

・設問 2 は論理構造が複雑ですが、一度わかってしまえば大したことない問題です。本問を繰

り返し解く中で仕組みを把握しましょう。 

・破産手続・民事再生手続における倒産債権の基本的な回収方法は基本中の基本ですので本問で

押さえましょう。一方、敷金返還請求権についての特則の存在は知っていなければどうしよう

もないため、この存在も本問で押さえるようにしてください。 

 

＜解答過程＞ 

〔設問 1〕 

B の質問１： 

管財人が A の破産を理由に B に甲からの即時退去を求めることができるか 

＝破産者 A の承継人 

 ∵破産者の財産たる破産財団の管理処分権が破産者から移転 

    ∪ 

  契約上の地位 

 

 ⇒管財人は、破産者 A の賃貸人たる地位を承継 

  …賃貸借契約が存続している限り、賃借人 B に退去を求めることは不可 

   →なんとかして、賃貸借契約を終了させることができないか？ 
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    →債務不履行解除(民法 541 条)、合意解除無理 

     …手詰まり 

      しかし、破産法上の法定解除権！！ 

       ⇒双方未履行双務契約(破５３条１項) 

        ⇔双方未履行双務契約の特則としての賃借人保護 

 

〔設問 3〕 

B の質問３：「敷金返せ」 

     →まずは敷金返還請求権が破産債権なのか財団債権なのかの認定 

      →破産債権の行使方法＝届出・調査・確定 

       ⇒配当での回収を図ることができる 

     or→財団債権の行使方法＝「破産手続によらないで」(破２条７項) 

 

〔設問 2〕 

B の質問２：「敷金相当額返せ」 

     …“敷金相当額”という文言から、設問 3 との違いに気付けるか 

      →70 条の想定する仕組みをわかりやすく答案に表現するだけ 

 

＊70 条の仕組みを現場で条文から導くのは相当困難 

 ⇒事前に押さえておくべきポイント 

 

〔設問 4〕 

質問 4：「敷金返せ」 

→債権の行使方法が債権の種類によって決まるのは破産手続と同じ 

→再生債権なのか、共益債権なのかを認定 

   →再生債権の行使方法＝届出・調査・確定 

    ⇒その後再生計画に従って弁済を受ける 

    or →共益債権の行使方法＝「再生手続によらないで」(民再 121 条１項) 

 

破産法 70 条に相当する条文が民事再生法にもないか？ 

…破産法 70 条は、破産法において第二章第三節第五款「相殺権」に存在 

→民事再生法の目次には「相殺権」という項目はない 

 …しかし、民再 92 条に相殺についての規定が存在することは基本知識 

  →92 条周辺で敷金についての特則がないか探す 

   ⇒民再９２条３項の適用 



 

 

講師作成答案例 通常：合格ライン、斜体：加点事由 
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第 1  設 問 1  1  

1   A B 間 の 甲 に つ い て の 賃 貸 借 契 約 (民 法 6 0 1 条 ) (以 下 「 本 件 賃 貸2  

借 契 約 」 )は 期 間 満 了 ま で 約 4 か 月 を 残 し て い る た め 、 管 財 人 が3  

B に 甲 か ら の 退 去 を 求 め る た め に は 賃 貸 借 契 約 の 終 了 が 必 要 と4  

な る 。 そ こ で B は 破 産 法 (以 下 略 ) 5 3 条 1 項 に 基 づ き 賃 貸 借 契 約5  

を 解 除 す る こ と が で き な い か 。  6  

2  「 双 務 契 約 」 た る 本 件 賃 貸 借 契 約 は 期 間 を 約 4 か 月 残 し て お り 、7  

「 破 産 者 」 た る 賃 貸 人 A は 甲 を 使 用 収 益 さ せ る 義 務 が 、「 そ の 相8  

手 方 」 た る 賃 借 人 B は 賃 料 支 払 義 務 が 「 破 産 手 続 開 始 の 時 に お い9  

て 共 に ま だ そ の 履 行 を 完 了 し て い な い 」。  1 0  

  よ っ て 同 条 項 に 基 づ き 、管 財 人 は 本 件 賃 貸 借 契 約 を 解 除 す る こ1 1  

と が で き る と も 思 え る 。  1 2  

3   し か し 、 B は 現 在 事 務 所 と し て 甲 を 使 用 し て お り 、「 建 物 」 甲 の1 3  

「 引 渡 し 」 (借 地 借 家 法 3 1 条 1 項 )を 受 け て い る た め 、「 賃 借 権 …1 4  

に つ い て … 第 三 者 に 対 抗 す る こ と が で き る 要 件 を 備 え て い る 」 と1 5  

し て 5 3 条 1 項 は 適 用 さ れ な い (破 5 6 条 1 項 )。  1 6  

4   以 上 よ り 、管 財 人 は 本 件 賃 貸 借 契 約 を 解 除 で き な い 以 上 、B に 甲1 7  

か ら の 即 時 退 去 を 求 め る こ と は で き な い 。  1 8  

  な お 、B が 有 す る 使 用 収 益 請 求 権 は「 財 団 債 権 」 ( 2 条 7 項 )と な1 9  

り 、 破 産 手 続 に よ ら ず と も 行 使 可 能 で あ る ( 5 6 条 2 項 )。  2 0  

第 2  設 問 3  2 1  

 1  敷 金 返 還 請 求 権 は 、「破 産 手 続 開 始 前 の 原 因 」た る 敷 金 契 約「 に2 2  

基 づ い て 生 じ た 財 産 上 の 請 求 権 」 た る 「 破 産 債 権 」 で あ る ( 2 条 52 3  

項 )。そ し て 同 請 求 権 は 賃 借 物 の 明 渡 し を 停 止 条 件 と し て 発 生 す る2 4  

以 上 、 停 止 条 件 付 破 産 債 権 と 考 え ら れ る 。  2 5  

2  「 破 産 債 権 者 は … 配 当 を 受 け る 」 こ と に よ り 債 権 の 割 合 的 満 足2 6  

を 得 る こ と に な る が ( 1 9 3 条 〜 )、 そ の 前 提 と し て 債 権 の 届 出 ・ 調2 7  

査 ・ 確 定 の 手 続 が 必 要 と な る 。 つ ま り 、 そ の 存 在 ・ 内 容 が 破 産 手2 8  

続 に お い て 確 定 さ れ た 破 産 債 権 の み が 、 破 産 手 続 に お い て 破 産 債2 9  

権 と し て 行 使 可 能 と な り 、 配 当 に 与 る こ と が で き る こ と に な る 。 3 0  

  よ っ て 、B は 停 止 条 件 付 破 産 債 権 で あ る 敷 金 返 還 請 求 権 に つ き 債3 1  

権 届 出 を 行 い ( 111 条 1 項 )、 調 査 ・ 確 定 手 続 を 経 て 破 産 手 続 に お3 2  

け る 権 利 行 使 を 行 う こ と に な る 。  3 3  

 3  し か し 、 条 件 成 就 の 有 無 が 不 明 な 段 階 で 配 当 を 行 う と 、 停 止 条3 4  

件 付 破 産 債 権 者 を 不 当 に 利 す る 可 能 性 が あ る 。  3 5  

 そ こ で 、中 間 配 当 ( 2 0 9 条 〜 )が な さ れ る 場 合 に は 管 財 人 は 停 止 条3 6  

件 付 債 権 に 対 す る 配 当 額 を 寄 託 し な け れ ば な ら な い 。 ま た 、 寄 託3 7  

さ れ た 中 間 配 当 を 受 領 し 、 最 後 配 当 の 手 続 に 参 加 す る た め に は 、3 8  

「 最 後 配 当 に 関 す る 除 斥 期 間 」 内 に 停 止 条 件 が 成 就 し て い な け れ3 9  

ば な ら な い ( 2 1 4 条 1 項 4 号 ・ 3 項 、 1 9 8 条 2 項 )。  4 0  

 本 問 で は 、 破 産 手 続 に 要 す る 期 間 が 7， 8 か 月 、 賃 貸 借 契 約 の 残4 1  

存 期 間 が 約 4 か 月 で あ る た め 、 B は 甲 を 明 け 渡 す こ と で 上 記 配 当4 2  

に 与 る こ と で 敷 金 返 還 請 求 権 の 支 払 を 受 け る こ と が で き る 。  4 3  

第 3  設 問 2  4 4  

コ メ ン ト  [ N S 1 ] :  双 方 未 履 行

双 務 契 約 の 基 本 問 題  

コ メ ン ト  [ N S 2 ] :  破 産 者 に と

っ て 必 要 な 契 約 を 選 別 す る こ

と で 破 産 財 団 ( 3 4 条 1 項 )を 確

保 す る 一 方 、 法 定 解 除 権 を 与

え 不 要 な 契 約 を 解 除 し 破 産 手

続 の 迅 速 ・ 円 滑 な 進 行 を 図 る

こ と を 趣 旨 と す る 。  

た だ 、 元 来 同 時 履 行 の 抗 弁 権

に よ っ て 相 互 に 対 価 ・ 担 保 関

係 に あ っ た こ と に 鑑 み 、 相 手

方 の 地 位 に 一 定 の 配 慮 を 与 え

る 趣 旨 の 下 、 履 行 選 択 の 場 合

の 財 団 債 権 化 ( 1 4 8 条 1 項 7 号 )

や 、 損 害 賠 償 請 求 権 ・ 確 答 請

求 権 が 認 め ら れ て い る ( 5 4 条 1

項 、 5 3 条 2 項 )  

コ メ ン ト  [ N S 3 ] :  債 務 不 履 行

を 原 因 と す る 解 除 権 ・ 約 定 解

除 権 が 発 生 し て い な い こ と に

言 及 で き る と よ り 丁 寧 に な る

が 、 加 点 事 項 に す ぎ な い 。  

コ メ ン ト  [ N S 4 ] :  賃 借 権 が 生

活 の 基 盤 と な る 重 要 な 権 利 で

あ る こ と に 鑑 み 、 賃 借 人 保 護

の 必 要 性 か ら 認 め ら れ る 例 外 。 

コ メ ン ト  [ N S 5 ] :  配 当 を 受 け

ら れ る の は 、 届 出 ・ 調 査 ・ 確

定 の 過 程 を 経 た 破 産 債 権 の み 。 
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 1 ( 1 )  上 記 の 通 り 敷 金 返 還 請 求 権 は 停 止 条 件 付 破 産 債 権 で あ る た め 、4 5  

配 当 に 与 る し か 回 収 方 法 が な い の が 原 則 で あ る 。 し か し 、 破 産4 6  

法 に お い て は 敷 金 返 還 請 求 権 を 有 す る 賃 借 人 保 護 の た め の 特 別4 7  

の 規 律 が 設 け ら れ て い る 。  4 8  

7 0 条 後 段 に お い て 、「敷 金 … 返 還 請 求 権 」の 限 度 に お い て「 賃4 9  

料 債 務 」 の 「 弁 済 額 の 寄 託 を 請 求 す る こ と が で き る 」 こ と と さ5 0  

れ て お り 、 こ の 請 求 が な さ れ る と 、 管 財 人 は そ の 金 額 を 分 別 管5 1  

理 し て お か な け れ ば な ら な い 。  5 2  

 ( 2 )  寄 託 請 求 を し た う え で の 賃 料 債 務 の 弁 済 は 、敷 金 返 還 請 求 権5 3  

の 停 止 条 件 (明 渡 し )成 就 を 解 除 条 件 と す る 弁 済 と 解 さ れ て い る 。5 4  

し た が っ て 、明 渡 し が 完 了 す る と 解 除 条 件 が 成 就 し 、賃 料 債 務 弁5 5  

済 の 効 力 が 消 滅 す る 結 果 、賃 料 債 務 が 復 活 す る 。し か し 、こ の 時5 6  

点 で は 既 に 敷 金 返 還 請 求 権 が 発 生 し て い る た め 、敷 金 返 還 請 求 権5 7  

と 復 活 し た 賃 料 債 務 は 、 相 殺 適 状 (民 法 5 0 5 条 1 項 本 文 )と な る 。5 8  

と す る と 、相 殺 の 意 思 表 示 ( 5 0 6 条 1 項 前 段 )に よ り 敷 金 返 還 請 求5 9  

権 を 自 働 債 権 と す る 相 殺 が 可 能 (破 6 7 条 1 項 )で あ る 一 方 、 寄 託6 0  

し て い た 金 員 は 不 当 利 得 と な る た め 、「 不 当 利 得 に よ り 破 産 手 続6 1  

開 始 後 に 破 産 財 団 に 対 し て 生 じ た 請 求 権 」( 1 4 8 条 1 項 5 号 )と し6 2  

て 財 団 債 権 と な り 、 破 産 手 続 に よ ら ず に 行 使 が 可 能 と な る 。  6 3  

  こ れ に よ っ て 賃 借 人 の 敷 金 返 還 請 求 権 の 保 護 が 可 能 と な る 。  6 4  

 2  以 上 よ り 、 賃 借 人 B は 上 記 寄 託 請 求 を 行 う こ と で 、 敷 金 相 当 額6 5  

の 優 先 的 な 回 収 が 可 能 で あ る 。  6 6  

3  な お 、 破 産 手 続 の 安 定 を 確 保 す る た め 、 停 止 条 件 が 最 後 配 当 の6 7  

除 斥 期 間 内 に 成 就 し な い 場 合 に は 寄 託 さ れ た 金 員 は 他 の 破 産 債6 8  

権 者 の 配 当 に ま わ さ れ て し ま う ( 2 0 1 条 2 項 )が 、 上 記 の 通 り 約 46 9  

か 月 後 に 明 け 渡 し が な さ れ る で あ ろ う 本 問 で は 問 題 と な ら な い 。 7 0  

  ま た 、破 産 手 続 中 に 賃 貸 目 的 物 が 第 三 者 に 譲 渡 さ れ た 場 合 に は 、7 1  

賃 借 人 B は 新 賃 貸 人 に 対 し て 敷 金 返 還 請 求 を 行 う こ と で 全 額 の7 2  

回 収 が 可 能 と な る 。  7 3  

第 4  設 問 4  7 4  

 1   民 事 再 生 法 上 、敷 金 返 還 請 求 権 は 停 止 条 件 付 再 生 債 権 と な る (民7 5  

事 再 生 法 8 4 条 1 項 )。 そ の た め 、 再 生 債 権 と し て 届 出 ・ 調 査 を 経7 6  

て 確 定 す れ ば 、 再 生 計 画 の 効 力 発 生 に よ り 権 利 変 更 さ れ 、 停 止 条7 7  

件 成 就 後 に 再 生 計 画 に 従 い 弁 済 さ れ る の が 原 則 で あ る (民 再 1 5 67 8  

条 、 1 7 6 条 、 1 8 6 条 )。  7 9  

 2   一 方 、「 再 生 債 権 者 」た る B「 が … 負 担 す る 債 務 が 賃 料 債 務 」で8 0  

あ る た め 、「再 生 手 続 開 始 後 そ の 弁 済 期 に 弁 済 を し た と き は … 敷 金8 1  

の 返 還 請 求 権 は … 賃 料 の 六 月 分 に 相 当 す る 額 の 範 囲 内 に お け る 弁8 2  

済 額 を 限 度 と し て 、 共 益 債 権 と 」 な る (民 再 9 2 条 2 項 ・ 3 項 )。  8 3  

  共 益 債 権 は 再 生 手 続 に よ ら ず に 再 生 債 権 に 先 立 ち 優 先 弁 済 さ れ8 4  

る た め (民 再 1 2 1 条 1 項 )、 こ れ に よ っ て 賃 料 の 六 月 分 の 範 囲 に お8 5  

い て 優 先 回 収 が 可 能 と な る 。  8 6  

 3  賃 貸 借 の 期 間 満 了 ま で 約 4 か 月 で あ る こ と 、 敷 金 か ら 控 除 さ れ8 7  

る べ き 損 害 金 等 が 発 生 し て い な い こ と を 前 提 と す る と 、 B は 再 生  8 8  

コ メ ン ト  [ N S 6 ] :  ( 2 )は 解 除 条

件 付 弁 済 や 財 団 債 権 化 と い う

ポ イ ン ト を 押 さ え て い れ ば 十

分 合 格 ラ イ ン 。  

コ メ ン ト  [ N S 7 ] :  敷 金 は 復 活

し た 賃 料 債 務 に 当 然 充 当 さ れ

る た め 、 相 殺 で は な い と 考 え

る 説 も あ り 、 個 人 的 に は 当 然

充 当 の 考 え 方 の 方 が 正 し い と

考 え て い ま す 。 し か し 、 7 0 条

が 明 文 で 相 殺 と し て い る こ と 、

通 説 は な お 相 殺 と し て い る こ

と か ら 相 殺 と し て 説 明 し て い

ま す 。  

コ メ ン ト  [ N S 8 ] :  「 破 産 手 続

に よ ら な い で 、 相 殺 を す る こ

と が で き る 」 と い う こ と は 、

自 働 債 権 に つ き 破 産 手 続 に お

け る 破 産 債 権 の 届 出 ・ 調 査 ・

確 定 を 経 て い る 必 要 は な い 。  

コ メ ン ト  [ N S 9 ] :  賃 借 人 は 新

賃 貸 人 に 対 し て 敷 金 返 還 請 求

権 全 額 の 請 求 が 可 能 と な る 一

方 、 賃 貸 目 的 物 の 譲 渡 代 金 は

承 継 さ れ る 敷 金 返 還 義 務 の 額

だ け 値 引 き さ れ て い る と 考 え

ら れ る 。  

と す る と 、 破 産 財 団 の 不 利 益

の 下 、 特 定 の 破 産 債 権 者 を 優

遇 す る こ と に な る た め 、 破 産

債 権 者 間 の 平 等 を 害 す る の で

は な い か 、 と い う 問 題 は 生 じ

る が 、 現 行 法 上 致 し 方 な い 。  
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債 権 と し て 敷 金 返 還 請 求 権 を 届 け 出 て (民 再 9 4 条 〜 )、調 査・確 定8 9  

を 経 る 一 方 、 賃 料 債 務 の 弁 済 を 続 け る こ と で 、 甲 の 明 渡 し 後 、 賃9 0  

料 4 か 月 分 を 共 益 債 権 と し て 行 使 で き 、 2 か 月 分 に つ き 再 生 計 画9 1  

に 従 い 弁 済 を 受 け る 。                  以 上  9 2  


